
様式２
県内水道事業体における水道施設の耐震性の向上に関する取組状況（その１）

（平成31年3月31日現在）

認可

権者

把握していない理由 実施済
場数

未実施
場数 未実施の理由 実施済

場数
未実施
場数 未実施の理由

大臣 佐賀市 水道事業 ○ 2 2 未実施の施設については耐震基準適合施設のため
実施していない。 4 6

未実施のうち2施設については耐震基準適合施設の
ため。4施設については、更新時に耐震化を予定し
ているので実施していない。

大臣 唐津市 水道事業 ○ 管路の一部において整備年度や管種など不明なものが
あり、把握できていない。 0 17 一部の管理棟（建築建屋）については、H24年度に

実施済み。 2 55 容量の大きい基幹配水池について、耐震診断をし
ているため。

大臣 鳥栖市 水道事業 ○ 管路の一部において整備年度や管種などを詳細には把
握できていない。 1 0 － －

知事 多久市 水道事業 ○ 整備年度が不明の配水管について把握できていない。
その他の管については把握している。 0 3

当初、更新時に耐震化を予定していたが、佐賀西
部広域水道企業団との統合に伴い実施していな
い。

0 1
一部の施設においては平成29年度に耐震診断実施
予定及びを計画、また他の施設については更新時
に耐震化を予定していたが、佐賀西部広域水道企
業団との統合に伴い実施していない。

大臣 伊万里市 水道事業 ○ 整備年度が不明の配水管について把握できていない。
その他の管については把握している。 0 9

全浄水場の内4施設については、耐震適合のため診
断を実施しない。
残りの5施設については、施設更新計画に応じて、
随時実施していく予定。

6 38
全配水場の内16施設については、耐震適合のた
め、診断を実施しない。
残りの22施設については、施設更新計画に応じ
て、随時実施していく予定。

大臣 武雄市 水道事業 ○ 整備年度が不明の配水管について把握できていない。
その他の管については把握している。 2 1

第2浄水場はＨ21に実施済。
大野浄水場は設計当初より耐震設計済。
渕ノ尾浄水場は耐震診断を実施していないが、S48
整備のため耐震化が必要と判断している。

0 29
12箇所の施設については耐震基準適合施設。
未実施の施設については施設の更新時に耐震化を
予定している。

知事 鹿島市 水道事業 ○ － － 7 3
　平成18年度建設の耐震性を有する配水池1箇所、
統廃合による廃止予定1ヶ所、移築を進めている
1ヶ所の計3箇所は　耐震診断を行っていない。

知事 小城市 水道事業 ○ 配水管については把握しているが浄水施設については
拡張工事を繰り返しているため配管等の詳細が不明。 0 3 施設の更新時に耐震化を予定しているため実施し

ていない。 － －  

知事 嬉野市 水道事業 ○ 整備年度が不明の配水管について把握できていない。
その他の管については把握している。 4 2 浄水場については耐震診断をH25,H26に実施。耐震

化が必要な場合はH29年度から実施予定。 23 12 配水場については耐震診断をH25,H26に実施。耐震
化が必要な場合はH29年度から実施予定。

知事 玄海町 水道事業 ○ 管路の一部において整備年度や管種などを詳細には把
握できていない。 3 1 未実施の施設は耐震基準適合施設のため実施して

いない。 9 6 未実施の施設は耐震基準適合施設のため実施して
いない。

知事 有田町 水道事業 ○ 2 2 1浄水場は耐震適合施設。1浄水場は現在休止中の
ため未実施 5 2 2配水場は耐震適合施設。

知事 大町町 水道事業 ○ 整備年度が不明の配水管について把握できていない。
その他の管については把握している。 0 1 資金的、時間的、業務的余裕がなく、実施してい

ないが、施設更新時に耐震化検討している。 0 3 資金的、時間的、業務的余裕がなく、実施してい
ないが、施設更新時に耐震化検討している。

知事 江北町 水道事業 ○ 管路の一部において整備年度や管種などを把握してい
ない。 － － 0 4 施設が古く、耐震性が低いため耐震診断を行なっ

ていない。1配水池は耐震基準適合施設のため。

知事 白石町 水道事業 ○ 布設年度が不明の配水管について把握できていない。 － － 0 3
2配水場は耐震基準適合施設。
1配水池は建設年度が古いため、施設更新と合わせ
て耐震化を予定している。

知事 太良町 水道事業 ○ 管路の一部において整備年度や管種などを把握してい
ない。 － － － －

知事 西佐賀
水道企業団 水道事業 ○ 整備年度が不明の配水管について把握できていない。

その他の管については把握している。 1 0
H25年度で耐震診断を実施。
H26年度で耐震化計画を作成。
H30年度より耐震化実施。

0 3 未実施の施設については耐震基準適合施設のた
め。

大臣 水道事業 ○ － － 5 2 施設更新時に耐震化を予定。

用水供給 ○ 2 0 2 0

大臣 佐賀西部広域
水道企業団 用水供給 ○ 1 0 2 0

佐賀東部
水道企業団

事業体名 事業区分

全水道施設に係る基礎データ
（築年数、管種別口径別延長、更新・耐震化履歴等）の把握状況 浄水施設、配水施設の耐震診断状況

全施設
を把握
している

一部の
施設を把握
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浄水場 配水場


